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防災情報の活⽤を実現する
危機管理系システムのビジョン

2012年6⽉18⽇
NTTサービスインテグレーション基盤研究所
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危機管理の標準化動向

効果的な危機対応を実現するための必要最小限の要求事項を規定

危機対応にかかわる単一の組織における、

 「指揮・調整」に関する要求事項

 「活動情報」に関する要求事項

 「協力および連携」に関する要求事項

危機対応のレベルの規定のほか、情報規格の統一として情報の信頼性、情報
源の信ぴょう性を規定（参考資料に詳細）

国際レベル、国家レベル、地域レベル、または地元レベルで起きる
危機事案へ備える、あるいは実際の対応に関与するあらゆる組織
（民間、公共、政府、またはNPO ）に適用可能

■危機管理に関する国際標準ISO22320（社会セキュリティ：危機対応
に関する要求事項）が2011.11.2発行された

■また、国内においてはJIS化されることが決定

CO879982
スタンプ
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（初動期）

（応急対応期）

10Hrs 102Hrs 103Hrs 104Hrs 105Hrs1Hrs

（復旧・復興期）災
害

・危
機

対
応

災害・危機対応における４種類の活動

命を守る活動

社会のフローを
復旧させる活動

情報と資源の管理

活動

失⾒当

社会のストックを
再建する活動
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Information

ChecklistsForms

戦略決定
レベル

戦術決定
レベル

問題解決
レベル

EOC（危機管理室）

危機対応組織がもつべき３層構造と５つの業務

実⾏機能

企画⽴案機能

意思決定機能

規程遵守

柔軟・現実的

中庸

情報収集 業務執⾏

情報集約 実⾏計画

⽅針判断

対応すべき現実

チェックリストの活⽤
による標準的な対応

標準的な帳票の活⽤
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情報活動処理の６ステップ（ISO22320)

評価

配信
および
統合

フィードバック

収集処理
および
操作

収集

計画策定
および
指⽰

分析
および
作成

活動
⽬的

出典：ISO22320

■情報活動処理においては、まず「活動目的」を明確にする。

■活動目的に応じて必要な情報が明確になり、対応する部署や期間等の計画を策
定し、各ステップを巡回する。
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Operational Planning “P”

出典：Beyond Initial Response

Using National Incident Management 
System’s Incident Command System

初
動

危機発⽣

通報

緊急対応
状況評価

災害対策本部
開設

第１回
本部会議

責任者による
⽬標設定

指揮調整ｽﾀｯﾌ
ミーティング

戦略⽅針
決定会議

対応計画の
準備 実施計画

調整会議
対応計画

了承

災対本部会議
（新活動サイクル

開始）

計画実⾏
進捗評価

現場の対応案
⼊⼿

■Operational Planning 
“P”という継続的な計
画立案プロセス
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チームA チームB

IAPの
策定

IAPの
策定

引き継ぎ期間 引き継ぎ期間 引き継ぎ期間

約30分

約30分

責任担当期間
（8-12時間)

責任担当期間
(8-12時間)

責任担当期間
（8-12時間)

初動班
チームA

IAPの
策定

約30分

情報収集・集約 COPのための
情報処理

COPのための
情報処理

COPのための
情報処理

IAPの実⾏

IAPの実⾏

IAPの実⾏

責任担当期間 (Operational Period)

災害・危機発⽣

取りまとめ
報作成

取りまとめ
報作成

COP: Common Operational Picture（状況認識）

■責任担当期間毎に、IAP（Incident Action Plan:当面の対応計画）が作成され、状況・
対応方針などが共有される
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⾃治体システムの運⽤形態とシステム構成の変遷

運
用
形
態

シ
ス
テ
ム
構
成

A city B city
サーバ

クライアント

ネットワーク

ＩＤＣ

C city D city

スタンドアロン型 クライアントサーバ型 クラウド型

各自治体で異なる運用
・トレーニング、運用フロー、テンプ

レート、データ連携、インターフェー
ス 等

個別最適化/
ベストプラクティス発掘

・一自治体の例だけをベースとした導
入拡大は困難

運用業務の標準化
・ベストプラクティスを基に運用形態を
標準化

●（運用形態）

A city
▲
B city

■
C city

◆
D city

◇

◇◇

◇●
A市

● ’
B市

● ’’
C市

● ’’’
D市

各自治体で個別に所有 各自治体群で個別所有、共同利用 各自治体で共同利用

A市 B市

C市 D市

A市

B市

C市

D市

W市

X市

Y市

Z市
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プロジェクト業務に対応したクラウドへの展開イメージ

クライアント
サーバー型
システム

（統合型システム）

クラウド型
システム

日常業務
（通常セキュリティポリシー）

プロジェクト業務
（独立セキュリティポリシー）

基幹・内部事務
庁内情報

クラウド化推進
（自治体クラウド等）

共通基本
仕様

テンポラリーにアプリケー
ションを組み合わせて構築

■プロジェクト業務は、自治体クラウド等の通常のセキュリティポリシー上のシステムで実
施するのではなく、独立のセキュリティポリシー上でテンポラリーに構築するシステムで
実施する

■危機管理系システムはクラウドのメリットを活用し、クラウド上にある様々なアプリケー
ションを組み合わせて構築される

危機管理系システム
基幹・内部事務

庁内情報

LGWAN
NGN

Internet

LGWAN
NGN
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危
機
管
理
系
シ
ス
テ
ム

危機管理系システムの構成イメージ

庁内情報系
システム

（メール、スケジューラ等）

基幹系・内部事務系
システム

（住基、税金、保険等）

プライベート
クラウド
（内）

パブリック
クラウド
（外）

危
機
管
理
系
シ
ス
テ
ム

日常業務（基本業務）
プロジェクト業務
（非日常業務）

①内→内

③外→内

②外→外

LGWAN
NGN

Internet

■日常業務は、プライベートクラウドとパブリッククラウド上のアプリケーションから構成さ
れ、通常この間はつながっていない

■一方、災害・危機対応はプロジェクト業務（短期集中型の課題解決業務）であり、プライ
ベート・パブリック双方のクラウド上にある必要なアプリケーションを必要なときに連携さ
せて活用する（選挙、定額給付金、あるいはイベントなども同様）

■このため、日常業務とプロジェクト業務はシステムとして区別する必要がある
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防災情報の活⽤における課題
時間

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト

ク
ラ
ウ
ド
上
の

サ
ー
ビ
ス

パ
ブ
リ
ッ
ク
ク
ラ
ウ
ド

上
の
サ
ー
ビ
ス

災害前 初動期 応急対応期 復旧復興期

102 103
災害発生

・本部設置 ・体制整備
・人命救助 ・災害医療
・安否確認

・被災者の生活支援（水、食料など）
・避難所運営 ・要援護者支援
・ボランティア受入

・ライフラインの復旧 ・復興計画策定
・公共サービスの回復（学校再開など）
・生活再建支援（被災者認定、罹災証明の発行）

基幹・庁内事務系
（LGWAN)

・EOCを新たなネットワーク

上で構築する際のセキュ
リティポリシー、構築フ
ロー整備

・インターネット上のサービ
スを活用する新たなセ
キュリティポリシ―整備

・データの入力稼働削減

住基、自治体クラウド

防災情報共有システム

DIS、RAS、防災情報報共有PF

被災者台帳システム、被災者生活再建支援システム

スタンドアロン版

マイクロメディアサービス

物流ネットワーク

ニーズ、シーズマッチングシステム

・訓練
・マニュアル整備
・ノウハウ蓄積

活
動
目
的

外
部
要
件

ネットワーク断、停電
ビル損壊（EOC移転）
職員被災

ネットワーク復旧、電源復旧
広域支援の要員到着

情報断

インターネット

プロジェクト業務

・タブレット等で情
報収集し、ネット
ワーク回復後に
サーバ登録

民間安否情報（Web171等）

課
題

・専門家（ボランティア）の育成と活用
する仕組み（様々なアプリケーショ
ンを組み合わせて、プロジェクト業
務を構築する専門家）

・制度面の整備（個人情報の目的以
外活用についての事前整理等）

・ソーシャルメディアの活用

・フォーマットの統一・
標準化

・バックアップデータ
の分散管理

・専門家の育成

孤立
新たな業務が
次々に発生

徐々に日常業務へ移行
（プロジェクト業務の終了）

情報連携

危機管理系システムは、インターネッ
ト（パブリック・プライベートクラウド）
上のアプリケーションをベースに独立
のシステムとして構築し、必要に応じ
て日常的な情報システムと情報連携
する仕組みのほうが望ましい

情報連携
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情報を統合して危機対応業務に活⽤するために必要な６機能
■EOC（災害対策本部）においては、危機対応状況を集約し、総覧できるようにすることで状況認識の統一を

実現し、効率的かつ一元的な危機対応が可能となる

■これを具現化するためには、６つの機能が必要である

意思決定
⽀援

（⾃活動ログ）

当⾯の
対応計画
（IAP）

危機対応計画
マニュアル

⽇誌
全体ログ
進捗状況

ハザード
問題・被害状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

ISO22320に対応した組織運営体系、情報処
理フロー、フォーマット等を反映

東日本大震災時には、個別では
あるが有効に活用された

現状、有効な実現手段が存在しない
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次世代のEOC（災害対策本部）を実現するシステムイメージ
 ISO22320に対応するとともに、情報を統合して危機対応業務に活用する仕組みを次の二つの取り組みを中

心に具現化し、世界初のICTシステムをクラウドで実現する
統合的な危機管理情報共有への取り組み
既存の様々な市販プロダクトを連携活用できる仕組みを実現し、必要に応じて自治体クラウドや既存のDIS、RAS、防災

情報報共有PFなどとのデータ共有を実現

危機管理オペレーション支援への取り組み
他組織における危機対応経験やノウハウを活用して効率的な危機対応が可能となる仕組みを実現

ISO22320の概念を具現化する
システムイメージ

【テーマ１】

統合的な危機
管理情報共有

クラウドによる展開

【テーマ２】

危機管理オペレー
ション支援

意思決定
⽀援

（⾃活動ログ）

当⾯の
対応計画
（IAP）

危機対応計画
マニュアル

・本システムをクラウド上で提供することで、利
用者は訓練を含め、使いたいときにのみ使う
ことができる。

・その結果、被災経験のない自治体であっても
蓄積された他の自治体の業務知識を全国で
活用できるため、効率の良い危機対応業務
が実現される。

ハザード
問題・被害状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

⽇誌
全体ログ
進捗状況

広域連合

中央省庁

広域連合

都道府県
市町村

ネットワーク

広域連合

都道府県
市町村
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統合的な危機管理情報共有について

パブリッククラウド（インターネット）上において、GISをベースに各社の各
種情報共有システム（既存）を統合

外部状況（気象、災害情報）と内部情報（人的・物的リソース、被災情
報）をGIS上で統合管理するとともに、アクセス制御可能なWeb掲示板、
ログ管理を次のメニューでパッケージ化

初動期パッケージ

応急対応期パッケージ

復旧復興期パッケージ

各種アプリケーションが柔軟に連携できるよう、共通APIを整備し標準化

必要に応じて、基幹業務システムと情報連携

Web掲示
板

自治体基
幹業務

安否確認
システム
（各社）

共通API

GIS

パブリッククラウド（PaaS）

【テーマ１】

統合的な危機管
理情報共有

【テーマ２】

危機管理オペレー
ション支援

意思決定
⽀援

当⾯の
対応計画
（IAP）

危機対応計画
マニュアル

ハザード
問題・被害状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

⽇誌
全体ログ
進捗状況

ハザード
問題・被害状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

⽇誌
全体ログ
進捗状況

各種ハ
ザード情
報（各社）

SNS等
ﾆｰｽﾞ/ｼｰ

ｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ
（各社）

プライベートクラウド

防災情報
共有PF

被災者台
帳

必要に応じて
情報連携
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危機管理オペレーション⽀援について

EOCにおける本部会議、戦略決定会議を柔軟にサポートする仕組みを実現する

各種取りまとめ報を集約し、会議終了（方針決定）後には自動的に上部組織へ報告や広報の機
能を搭載

統合的な危機管理情報共有の仕組みと連携し、状況に応じて自動的に対応シナリオ例や
過去ノウハウを提示

全てのオペレーションを電子化して記録するため、各種分析や振返りを簡単に実現

訓練ツールとして使用することでノウハウが自動蓄積されるほか、他の自治体のシナリオ
やノウハウを活用することも可能

外部状況等に応じて、適切なタイミ
ングで関連する業務知識を自動提
示し、簡単に危機対応プロセスの
組換や新規構築を可能にする

【テーマ１】

統合的な危機管
理情報共有

【テーマ２】

危機管理オペレー
ション支援

ハザード
問題・被害状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

⽇誌
全体ログ
進捗状況

意思決定
⽀援

（⾃活動ログ）

当⾯の
対応計画
（IAP）

危機対応計画
マニュアル
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メニュー画面

ログボード

避難所ボード

WebEOCについて
米国における危機管理の標準ツール（全米の8割を超える州で導入実績）

WebEOCは災害対策室においてホワイトボードやメール、電話、FAX等で
共有されてきた災害対応の情報をWeb化することで、災害対応する全て
の部署/組織間での情報の集約・管理・共有による「状況認識の統一」を
実現し、災害対策室の運営をサポート

出典：NTTラーニングシステムズ株式会社

意思決定
⽀援

（⾃活動ログ）

当⾯の
対応計画
（IAP）

危機対応計画
マニュアル

ハザード
問題・被害状況

⽇誌
全体ログ
進捗状況

ヒト・モノ
対応状況

（リソース管理）

４つの機能に既存のWebEOC
を活用する

但し、米国仕様なのでそのま
までは利用不可であるため、
日本仕様への変更を検討

残りの機能については、
WebEOCをベースに追加開発
を想定
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WebEOCの奈良県橿原市図上訓練での使⽤例

 

 

 

自治体の危機対応業務のほとんどをカバー
する102種類の情報集約様式※を作成

（京大-NTT共同研究：H22-23）

図上訓練で有効性を検証
（H24.2.7）

標準的な危機管理系システム
の基盤として展開

情報集約様式※（テンプレート）
の作成（標準化）

WebEOC上に情報集約
様式を組み込み(H23)

橿原市の地域防災計画（左）と個別活動マニュア
ル（右）から対応に必要とされる情報項目を整理

情報を入力するフォームを作成

（京大、橿原市で整理:H19-21）

 情報収集・分析の効率化だけでなく、
先を見据えた対応が実現

 すべてがログとして残り、効果的な振
返り実施、ノウハウ蓄積が可能

ログボード

・時系列で各部局の対
応状況が閲覧可能

・緊急事項は赤、対応済
みは緑等で表示

※一覧および一例を参考に記載
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県の進捗ログ（各権限に応じて閲覧）

WebEOCを⽤いた情報共有例

市町村の進捗ログ（各権限に応じて閲覧）

とりまとめ報（各部局・全体）

方針等
の決定

本部会議

自動的に広報

（ホームページ
等）

各部局が共通テンプレートで状況を報告

橿原市を
ベースに
一部開発

済

要開発

中央省庁

とりまとめ報（各部局・全体）

国の進捗ログ（各権限に応じて閲覧）

権限に応じたア
クセス制御機能
により、閲覧情
報を制御可能

B市
C市

A市

各市町村の報告各市町村の報告

B県 A県

各都道府県の報告

C府

とりまとめ報（各部局・全体）

方針等
の決定

要開発

自動的に広報

（ホームページ
等）

自動的に広報

（ホームページ、
自動音声変換
による防災無

線や公共コモン
ズでの周知）

各部局が共通テンプレートで状況を報告

各部局が共通テンプレートで状況を報告

方針等
の決定

自動的に都道府県へ報告

本部会議

本部会議

自動的に中央省庁へ報告

都道府県

市町村

閲覧可能

閲覧可能
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情報活⽤の実現に向けた課題（技術⾯以外）

ベストプラクティスを活用した業務フロー、情報集約様式（テンプレート）の統一・標準化

防災計画、マニュアル等のベストプラクティスをシステム側で用意し、それをベースにカスタマイズしてもらう

市町村向けテンプレートは一部開発済み（奈良県橿原市をベース）。他の自治体での検証が必要

市町村→都道府県、都道府県→中央省庁のテンプレー作成、検証はこれから

プロジェクト業務対応用に独立したセキュリティポリシー策定

 EOCを新たなネットワーク上で構築する場合、あるいはインターネット上の各種アプリケーションを活用する際の
セキュリティポリシ―整備（担当者はUSBキーを持っていれば、全国どの端末からもアクセス可能にするなども含
めて）

制度面の整備

個人情報の目的外使用（災害対応時の利用等）に関して、予め条例を作っておくなど、事例や見解をまとめて指
針を示す

専門家（ボランティア）の育成と活用する仕組み

次々に発生する新たなプロジェクト業務に対応するため、被災現場において自治体職員に代わって既存アプリ
ケーションを組み合わせたり補完できる技術者制度を整える（医療分野のDMAT相当。サイバーセキュリティとSI
の専門家）

データの入力稼働低減方法の検討

災害・危機対応記録の電子化をリアルタイムで実現するため、入力デバイスの技術革新に頼るだけでなく、上記
の専門家（ボランティア）を活用する仕組みを確立する
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今後の展開について

新たな国のプロジェクトにより、統合的危機管理情報共有と危機
管理オペレーション支援の仕組みをパブリッククラウド上で構築
システム構築だけでなく、セキィリティポリシーを含む制度面の検証、ビジネスモデ

ル検証を実施

最終的に「統合的防災訓練パッケージ」として展開

構築後、基本的に各自治体は利用料だけを支払う形態とする

防災訓練への助成金制度構築
例えば、自治体や公的機関における「統合的防災訓練パッケージ」を使った防災訓

練をISO22320に準拠したICT防災訓練と定義し、報告書提出やクラウド上へのノウ
ハウ蓄積・提供を条件に国から助成金を支給する制度を構築（米国では同様の制
度を構築済み）

これにより、自治体は利用料を助成金で確保可能。また、訓練として使用すれば使
用するだけノウハウが蓄積される

平常時からこれらのシステムを活用することで、実際の災害・危機対応時にも使え
るシステムとなる
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（参考）市町村向け情報収集様式（テンプレート）⼀覧
No 担当部 業務テンプレート名
1 環境部 現状・推計
2 環境部 広域搬出可能量
3 環境部 全運搬状況
4 環境部 業者リスト
5 環境部 広域処理場リスト
6 環境部 仮設トイレ①
7 環境部 仮設トイレ②
8 環境部 仮設トイレ③
9 上下水道部(応急給水） 人事
10 上下水道部(応急給水） 故障者リスト
11 上下水道部(応急給水） 水道施設被害
12 上下水道部(応急給水） 苦情処理
13 上下水道部(応急給水） 応援要請
14 上下水道部(応急給水） 応急給水
15 上下水道部（下水管） 初期初動時_県流域接続点調査
16 上下水道部（下水管） 下水道施設調査・応急・復旧対策
17 上下水道部（下水管） 下水道施設調査 (苦情情報)
18 上下水道部（下水管） 下水道施設復旧対策
19 上下水道部（上水管） 上下水道部_下水道施設調査・応急・復旧対策
20 上下水道部（上水管） 復旧状況
21 食料物資部 食料物資部_発注管理
22 食料物資部 食料物資部_在庫管理
23 食料物資部 食料物資部_配送管理
24 食料物資部 食糧物資部_注文受付
25 生活基盤部 生活基盤部_道路調査・応急・復旧対策
26 生活基盤部 生活基盤部_住宅対策（応急仮設住宅）
27 生活基盤部 生活基盤部_住宅対策（市営住宅活用）
28 生活基盤部 生活基盤部_災害廃棄物（がれき）処理
29 生活基盤部 生活基盤部_土木施設調査・応急・復旧
30 生活基盤部 生活基盤部_公共施設調査・応急・復旧対策
31 生活基盤部 生活基盤部_農業施設調査・応急・復旧対策
32 生活基盤部 生活基盤部_被災建築物応急危険度判定
33 生活基盤部 生活基盤部_被災宅地応急危険度判定
34 生活再建支援PJT 生活再建_調査状況報告
35 生活再建支援PJT 生活再建_建物調査状況入力
36 生活再建支援PJT 生活再建_り災証明発行
37 避難支援・学校部（統括班） とりまとめ様式・避難者（統括） 
38 避難支援・学校部（統括班） 業テ・避難所施設復旧（統括）
39 避難支援・学校部（統括班） 業テ・物資部とのやりとり（統括)
40 避難支援・学校部（統括班） 業テ・物資集計分配（統括)
41 避難支援・学校部（避難所班） 業テ・避難者台帳（避難所）
42 避難支援・学校部（避難所班） 業テ・避難所開設・閉鎖（避難所）
43 避難支援・学校部（避難所班） 業テ・避難所施設復旧（避難所）
44 避難支援・学校部（避難所班） 業テ・物資（避難所）
45 避難支援・学校部（避難所班） 業テ・仮設トイレ（避難所）
46 避難支援・学校部(文化財斑) 各指定文化財（統括担当）
47 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・宿泊所要請 (統括）
48 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・調査員要請 (統括）
49 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・応急措置専門員要請 (統括）
50 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・応援職員台帳

No 担当部 業務テンプレート名
51 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・調査機材管理 (統括）
52 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・調査機材数管理 (統括）
53 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・調査機材発注
54 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・応急措置委託
55 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・調査
56 避難支援・学校部(文化財斑) 業テ・応急措置
57 福祉救護部 救護活動（被災者）
58 福祉救護部 救護活動（被害医療機関）
59 福祉救護部 救護活動（救護隊）
60 福祉救護部 救護活動（救護所運営）
61 福祉救護部 入浴施設
62 福祉救護部 要援護者（在宅）
63 福祉救護部 福祉避難施設運営
64 福祉救護部 避難所の消毒
65 福祉救護部 避難所集団食中毒対応
66 福祉救護部 避難所長期化生活支援
67 福祉救護部 遺体の安置・埋火葬
68 福祉救護部 ボランティア活動支援（必要資機材）
69 福祉救護部 ボランティア活動支援（ボランティア受付）
70 福祉救護部 ボランティア活動支援（ボランティア依頼受付）
71 本部 本部_災害対策本部設置・閉鎖
72 本部 本部_災害対策本部運営
73 本部 本部_健康管理
74 本部 本部_健康管理 労働安全衛生委員会
75 本部 本部_陸上輸送手段
76 本部 本部_航空輸送手段
77 本部 本部_空地管理
78 本部 本部_交通規制対応
79 本部 本部_応援要請（自衛隊編）
80 本部 本部_職員動員
81 本部 本部_即報（人的被害）
82 本部 本部_即報（建物その他被害）
83 本部 本部_即報（ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害）
84 本部 本部_風評被害対策
85 本部 本部_風評被害対策委員会会議
86 本部 本部_消火活動
87 本部 本部_安否確認・人命救助・行方不明者
88 本部 本部_消防団運用
89 本部 本部_広報活動・防犯対策
90 本部 本部_避難勧告等の判断伝達
91 本部 本部_広聴活動（特別相談窓口設置前）
92 本部 本部_広聴活動（特別相談窓口）
93 本部 本部_応援職員配置
94 本部 本部_通信手段確保（防災行政無線の通信機能確保）
95 本部 本部_通信手段確保（有線通信手段確保）
96 本部 本部_通信手段確保（有線通信手段途絶時の通信手段確保）
97 本部 本部_災害対策要員活動支援
98 本部 本部_物資調達
99 本部 本部_災害応急対策要員の確保（従事命令、協力命令）
100 本部 本部_災害応急対策要員の確保（労働者供給斡旋依頼）
101 本部 本部_災害応急対策要員の確保（民間団体）
102 本部 本部_公務災害補償事務
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（参考）市町村向け情報収集様式（テンプレート）の⼀例
テンプレート名：災害廃棄物処理運搬状況

担当：環境部

目的：災害廃棄物の搬出、残量等の管理

担当

環境部

入力
方法

自動 直接入力 プルダウン プルダウン プルダウン プルダウン 直接入力 プルダウン 直接入力 プルダウン 直接入力 直接入力 直接入力

がれき 発生元→仮置場

粗大ごみ 仮置場→処理場

生活ごみ 仮置場→仮置場

その他 その他

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

運搬目的

運　搬
（解体・分別）

業　者
運搬目的

日付

日付 搬出種類
搬出元残量

ｔ

搬出量
ｔ

搬出量
ｔ

搬出元

搬出元

費　用
円

費　用
円

運　搬
（解体・分別）

業　者

搬出先
空き容量

ｍ
3

搬出先
空き容量

ｍ3

事
例
↓

ID
費　用
支払者

搬出先

搬出先

テンプレート名

災害廃棄物処理
　　　　　　　運搬 状況

備考

項目

搬出種類

備考

項目

ID
搬出元残量

ｔ
費　用
支払者
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（参考）クラウドの種類とサービスの全体像

エンドユーザ （クラウドサービスを利用する）

SＩｅｒ （エンドユーザ要望を満足させるよう、各種アプリケーションを

組み合わせソリューションを提供する）

インフラストラクチャ
（ハードウェア、NW等）

OS

ミドルウェア
（DBMS、地図データ、各種API等）

アプリケーション

シ
ス
テ
ム
運
用

サ
ー
ビ
ス
運
用

SaaS
PaaS

IaaS

エンドユーザ側
で用意

エンドユーザ側
で用意

利用

出典：しなやかな社会への試練（日経BPマーケティング）
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（参考）クラウドサービスの具体的構成例

共通ＰａａＳ
・

ＩａａＳ

ＡＰ別ＰａａＳ

バリューチェーンサービス 検証環境サービス

開発試験クラウド

帳票サービス 運用管理サービス

インフラサービス

・メール管理機能
・グループウェア開発

ツール

・マッシュアップツー
ル

・SOA API

・ワークフロー開発
ツール

・UI開発ツール
・BPM開発ツール
・SOA API
・Java API

主要機能はプログラミングレスで利用可能

コンテンツサービス 地図・統計情報・地域特性データ・企業情報・電話帳データ 等

ＡＰ
（ＳａａＳ）

・メール
・ポータル

・グループウェア
・文書管理

オフィス
コミュニケーション

・ポイントキャン
ペーン

・ＣＴＩ
・コンタクトｾﾝﾀ
・ＥＣ

フロントオフィス

・経費積算
・旅費積算
・人事・総務申請
・勤務管理 等

バックオフィス
ワークフロー

・販売管理
・会計
・人事給与
・生産管理

バックオフィス
ＥＲＰ

・ＧＩＳ
・エリアマーケ
・勤怠管理
・ＢＩ

オフィス
インテリジェンス

・仮想デスク
トップ

・シンクライア
ント

ＤａａＳ

豊富なＡＰ部品で各種業務に対応可能

出典：しなやかな社会への試練（日経BPマーケティング）


